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1． はじめに
2002年から、EUにおいては官僚主義の打破、行政負担の軽減や経済的、社会的、環境的にも良く質の高い法令へ改善するため、既存法令の統合や単純化を進める“Better Regulation”が打ち出された。“Better Regulation”においては、特にステークホルダーと建設的な対話と協力、即ち、相談と共同規制（Co-Regulation）が強化された。共同規制とは、立法部門によって定められた目標の実現に関してEUの立法行為がその分野において関係者と認められる者（例えば、事業者、社会的パートナー、NGO、団体）に委任される仕組みである。具体的には、EUの立法部門が大まかな法的枠組みを設定し、その枠組みの下にステークホルダーが目標を実現するための自主的な協定を締結する。その協定が遵守されているかどうかはEU委員会がモニターし、その結果によっては拘束的な立法に移行する可能性を示すことで目標の実現を促すものである。
さて、わが国では2001年のBSEの発生を契機として、食品安全政策は大きく変化した。EUの制度に習って、飼料生産を含むフードチェーンについての管理の考え方（農場から食卓まで）が取り入れられた。2003年には食品安全基本法の制定、食品安全委員会の設置などが行われ、食品衛生法（飼料安全法や農薬取締法を含む。）が改正された。従来未分離であったリスク評価とリスク管理を分離し、リスク評価を食品安全委員会に、リスク管理とリスクコミュニケーションを厚生労働省と農林水産省に担当部局を定められた。食品安全のリスク管理の組織は整備されたが、その運用はフードチェーンの考え方が実現していない側面があり、規制当局とステークホルダーとの間において十分な意思疎通が図られているとはいえない。
本報告では、飼料安全規制をEUと日本の間で比較した上で、その運用についてEUと日本の相違を明らかにするとともに、共同規制を導入する場合のわが国の飼料製造業者へのコストと行政コストに及ぼす効果を検討した。これらを踏まえて、今後、共同規制の視点からわが国に求められる飼料安全規制の方向性を提示する。
2.　EUと日本の食品・飼料安全規制の対比
　EUにおいては、1996年のBSEの発生や1999年のダイオキシン汚染飼料事件を契機に食品に対する消費者不安を背景として食品安全管理体制の見直しが行われた。以前の飼料安全規制は食品安全規制とは切り離されていて大変複雑な法制度であったが、2000年に公表されたEU食品安全白書が新食料・飼料安全規制の基礎となって、2002年、一般食品法が成立し飼料生産を含むフードチェーンを対象として規制が施行された。すなわち、飼料安全規制は食品安全規制に包摂されたのである。

EU一般食品法とわが国の食品基本法を比べてみる。日本が食品の安全性と国民の健康への悪影響の未然防止を挙げているのに対して、EU一般食品法では一般原則と要件を定める規則であることから「食品の安全」のみを対象とせず「動植物や環境保護」が「人間の生命や健康の維持」と並んで原則として掲げられている。また、「消費者利益の保護」、「透明性の原則」が挙げられていることである。特に、透明性の原則では「一般市民への公聴会が開かれて透明な存在でなければならない」とされている。また、食品安全要件では「人の健康に対する長短期の影響、次世代への影響、累積的毒物の影響、特定の消費者の特殊な健康上での影響」を与えないことを定めており、広範な要件を挙げている。さらに、飼料安全要件では「人や動物の健康に負の影響、動物から得られる食品が人間の消費に危険を与えること」がないこととされている(表1)。
表1．EUと日本の食品安全規制の対比
	EU一般食品法
	日本食品安全法
	
	EU一般食品法
	日本食品安全法

	動物衛生や動物福祉の保護
	×
	
	食品安全要件（注１）
	×

	植物衛生や環境保護
	×
	
	飼料安全要件（注2）
	×

	人間の生命や健康の高水準の保護
	△　食品の安全確保 
△国民健康への悪影響の未然防止
	
	責務
	△食品供給行程の各段階での適切
な措置

	国際基準を考慮
	×
	
	トレーサビリティ
	×

	消費者利益の保護
	×消費者の役割の明示
	
	食品に関する責任
	×

	透明性の原則（一般市民へ諮問・情報）
開かれた透明な一般市民への公聴会が存在しなければならない
	×
	
	飼料に関する責任
	×


(注１)食品安全要件；人の健康に対する長短期の影響、次世代への影響、累積的毒物の影響、特定の消費者の特殊な健康上での影響
(注2)飼料安全要件；人や動物の健康に負の影響、動物から得られる食品が人間の消費に危険を与える累積的毒物の影響がないこと
わが国では食品衛生法のポジティブリスト制度(基準が設定されていない農薬等が一定量以上含まれる食品の流通を原則として禁止する制度)の実施に伴ってから2006年から飼料安全法の成分規格等省令が改正され、飼料中の農薬の残留基準値の設定が設定された。これに伴って、国は飼料と飼料原料に対して川上から川下までの行程管理の指導を開始した。2008年には優良製造指針（GMP）を内容とする有害物質ガイドラインが局長通知によって示され、本格的な行程管理の指導が始まっている。しかしながら、行程管理の指導がなされている中、メラミンの飼料への混入防止に関しては国の輸出国への対応が不十分のままで飼料事業者に個別分析を課長通知で要請するなど、川下にある飼料事業者に対してリスク管理を求める事例がみられ、指導方針が局長通知と課長通知が矛盾する局面が見受けられる。一方、EUでは2005年から飼料事業者にGMPを義務付けているが、飼料事業者にその運用を委ねている点が特徴的である。規制当局は民間認証団体による認証を確認することに留まっている。また、Better Regulationの視点からは、ステークホルダーと建設的な対話と協力、即ち、相談と共同規制（Co-regulation）が強化されている。共同規制（Co-regulation）とは業界が作成した自主ガイドラインに規制当局が承認を与えることによって、確実性をもつ政策実現を図ろうとするものである。飼料販売使用規則に基づく飼料原料カタログの更新や飼料衛生条件規則に基づく優良衛生規範の改訂がその代表事例である。
EUの法令は主としてEU理事会で決定されるが、民主化促進のためEU議会にEU理事会と共同で法令を決定する権限が与えられた。EU議会は市民を代表する機関であり、この共同決定（Co-decision）の手続きを通じて飼料業界はEU委員会のドラフト段階でも協議できる。6規則、2指令が共同決定されており、飼料販売使用規則や飼料衛生条件規則がその代表的事例である。この飼料販売規則の150箇所の改正点のうち、欧州飼料工業会が提案した30箇所の改正点が含まれている。EUと日本の飼料安全規制を対比すると以下のとおりである（表2）。
ここで、EUのBetter RegulationとCo-regulation、Co-decisionの関係を図示すると図1のとおりである。

図1 Better RegulationとCo-Regulation、Co-decisionの関係
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表2 EUと日本の飼料安全規制対比表
	項目
	EU
	日本

	配合飼料の調達
	◎主原料は域内調達
	×主原料、副原料とも海外依存

	行程管理
	◎法制化　GMPとHACCPを義務化
	▲通達によりGMPを行政指導

	飼料工場の管理体制
	◎自主的運用を奨励 
政府は査察を行わず、民間団体の認証を確認する。
	▲飼料安全法による統制 
監視機関が立入検査、飼料を収去。 
規格・基準に合致していなければ、公表等の措置。国の機関に加えて、県の立入検査がある。

	飼料添加物の指定
	◎申請とともに審査。審査は3年を超えない。10年ごとの再評価と再指定制度。
	▲農業資材審議会の意見を聴く 
食品安全委員会の意見を聴く 
農業資材審議会の開催や運営が不明。定期的な再評価制度なし。

	飼料、飼料添加物の製造、使用、保存、表示の基準または成分規格の制定
	◎原料と成分表示の透明性確保
	▲飼料。飼料添加物の規格・基準については常に適切な科学的評価が加えられ、必要な改正がなされなければならない。

	・栄養成分表示
	◎栄養成分表示の許容幅
	×科学的に許容されるバラツキが考慮されず、硬直的な指導が行われている。

	・飼料原料のカタログ
	表示名称のEU共通化
	▲公定規格に定める栄養価、消化率、大社率は実質的に連動する日本標準飼料成分表の改訂には時間がかかる。

	・飼料添加物区分の見直し
	◎あり
	×産業界からの要望があるが、規制当局に見直しの動きはない。

	・不可避のキャリーオーバー
	◎抗コクシジウウム剤、駆虫剤に関して食品、飼料中の最大残留レベルを設定
	×成分等省令で「含まない」こととされているので、検出されれば、公表、回収措置。


	・推奨値による奨励
	◎基準値の他に強制力を伴わない推奨値が勧告として出されており、企業の自主努力を促すスキームになっている。
	▲重金属やカビ毒に関しては飼料原料に省令の基準値がなく、配合飼料に通達の指導基準値が設定されていて、飼料製造業者の負担になっている。

	水際での情報管理
	◎EFSAによる食品飼料緊急警告システム（RASFF)の情報によって加盟国での緊急対応が可能。EFSAはFAOの食品安全当局ネットワークと連携。
	▲有害物質ガイドラインでは農水省とFAMICが情報収集・発信することになっているが、実行が伴っていない。食品安全委員会との連携なし。

	農業政策との連携
	◎飼料原料の供給から排泄物の循環までを農業環境政策として位置付け、食品安全政策は農業環境政策下にある飼料を含むフードチェーンの原則が適用されている。
	×畜産飼料の９０％を輸入に依存しているため、農地との循環政策が実現されず、農業と飼料産業が分離されているため、農場から食卓までの原則は適用できていない。海外の農場をフードチェーンに取り込むことが課題。


（注1）×は該当がないことを、▲は該当するが実効が伴っていないこと、◎●は大きく該当することを示す。
3.EUと日本の飼料安全規制の運用の対比

EUの法令の運用は、Comitology(法の施行を授権されたEU委員会の補佐機関）の手続きによってステークホルダーと調整ができることとされている。具体的には加盟国の専門家によって構成される常任委員会が設置され、フードチェーン、動物栄養、GMなど8つのセクションで協議される。常任委員会は健康。消費者保護総局（DGSANCO）が運営する。欧州飼料工業会は動物栄養のセクションに属して協議に参加している。常任委員会で協議決定された事項はRegulation,Directiveに根拠をもつ決定事項として公表される。Comitologyの事例としては飼料販売規則における「飼料原料のネガティブリスト」の更新、「グレーゾン製品の決定」等6項目、遺伝子組換品種の許可規則（2003/1829/EC）に基づく新品種の許可、飼料添加物規則（(EC)No1831/2003）に基づく添加物の許可、指令（2002/32/EC）に基づく有害物質の最大許容値の設定の事例がある。

また、EUにおける市民参加に関してはInter policy makingというWEB上でのポータルサイトが2001年から運用を開始している。また、オンラインアンケートによるステークホルダーとの協議の場(Your voice)が設けられている。Better regulation of veterinary pharmaceuticalsの事例では、コンサルテーションの目的が示され、法的枠組みの下で議論すべき課題、意見の根拠となるデータの提供、提案の提示ができうることになっており、論点ごとに意見が記入できる内容となっている。認可手続きに関してはお客様満足度記入欄まで設けてある。わが国の飼料安全規制でもパブリックコメントが実施されているが、強制規定を伴わないものはパブリックコメントはなされていないことが多い。国の関与が強いわが国においてこそ任意の指導文書であっても規制担当者の意思に任せることなく、関係者へ事前に開示し意見の陳述をする機会を与えるべきと考えられる。
さらに、EUでは1979年から域外からの輸入品に対して有害物質情報をEUの関係機関と関係業界で共有し、リスク管理対策を迅速に進めることを目的として食品飼料緊急警告システム（RASFF）を構築し監視を行っている。欧州食品安全機関（EFSA）はこのシステムを一般食品法（178/2002/EC）に基づいて運営しており、EU加盟国管理当局による輸入のスクリーニング検査（Border Control）、国内流通品に対する市場検査(Official Control on the Market)や食品関連事業者の自主検査（Company Own-Check）によって有害物質が検出された場合、規格不適合品が発見された場合、消費者の苦情等が寄せられた場合にRASFFに通報される。このRASFF通報はリスクに応じて警報、情報、国境での拒絶として処理されるが、この通報には企業名や商品名は公表されないこととなっている。わが国では農林水産消費技術センター（FAMIC）が飼料事業者に対して立入検査やモニタリング検査の際に収去した飼料を検査しているが、立入検査では80％が配合飼料工場・単体飼料工場等を対象としており、また、モニタリング検査では配合飼料の件数が47%を占めていて、川上である輸入段階の港湾サイロや倉庫には重点がおかれていない。
このことに関連して、平成15年の飼料安全法改正の内閣提出法案に対して議員修正案が可決成立している。その内容は飼料及び飼料添加物の安全性確保のための措置として「第2条　農林水産大臣は、飼料及び飼料添加物の製造から販売及び使用に至る一連の国の内外における行程におけるあらゆる要素が食品の安全性に影響を及ぼすおそれがあることにかんがみ、飼料及び飼料添加物の安全性の確保のために必要な措置を講ずるよう努めなければならない」とされている。すなわち、わが国においても輸出国の情報収集などによって輸入品に対するリスク管理を適切に行って国内のフードチェーンに悪影響のないような措置を国に求めている。EU食品飼料緊急警告システムが2009年に30周年を迎えていることを考慮するとわが国の対応は遅れていると言わざるをいえない。
４．共同規制の効果
　飼料と飼料原料を川下で管理することが困難であることから、国は2008年に有害物質ガイドラインの通達を施行した。この通達の目的は「飼料製造事業者のみの有害物質の混入防止は困難であり、輸入業者等や農林水産省等の関係機関の対応」が必要とされたからである。有害物質ガイドラインには飼料安全法に規定していないことを広範に定めている。飼料製造業者は飼料安全法によって直接的な規制を受けているが、有害物質ガイドラインは輸入業者に対して「輸入飼料等の産地情報の収集、輸入飼料等の安全性確保のための明確な規格の策定、輸入飼料等の供給者と輸入業者は自主規格を満たすための確認・記録、品質管理手順書の作成」といった行程管理義務を新たに課したのである。また、飼料製造業者に対して飼料安全法25条の飼料製造管理責任者の設置に加えて、
有害物質ガイドラインでは製造管理責任者と品質管理責任者を事業場ごとに設置する義務が課されている。
わが国において有害物質ガイドラインに共同規制が導入されたと仮定して、飼料製造業者へのコスト負担と行政コストの及ぼす効果を検討してみる。
有害物質ガイドラインにおいては製造管理責任者と品質管理責任者を別に設置することを求めているが、共同規制によって民間の飼料事業者が自主的にガイドラインを制定・運用した場合には、業界としてはこのコストは吸収し新たな負担は発生しないと仮定する。自主ガイドラインの実施率を80％と仮定した場合、共同規制によって吸収できるコストは2億円と推計され、配合飼料産業の経常利益（131億円、2008年度）の2％に相当する。

また、配合飼料団体が共同規制を行うとすると国の直接規制が不要になるのでFAMICの立入検査は原則としてなくなることから、配合飼料工場検査コストが不要になる。FAMICの飼料事業者に対する立入検査では80％が配合飼料工場・単体飼料工場等を対象としており、配合飼料工場の立入検査を不要とすると13百万円の行政コストの減少が見込まれる。また、配合飼料のモニタリング検査を省略することができれば、3億円の行政コストの減少が見込まれることとなる（表3）。

表3．直接規制の対象となる配合飼料検査コスト（推計）
	項目
	数量

	配合飼料工場立入検査箇所数（2009.5-2010.4）
	226

	立入検査箇所数（2009.5-2010.4）
	590

	中期計画上の立入検査目標（年間）
	600か所以上

	配合飼料工場立入検査費用（推計）
	226×2人×1日×28千円＝12656千円

	検査員1人・1日当たり人件費（2005年度）
	人件費1025百万円/肥飼料職員数149/250日=28千円

	配合飼料のモニタリングに占める割合（2009年度）
	配合飼料33259/モニタリング総数71045=0.468

	飼料関係業務費(2005年度)
	688826千円

	配合飼料モニタリング費用（推計）
	688826千円×46.8%=322370千円


出所；農林水産技術消費センター；飼料の情報、「立入検査の結果」、「中期計画」
５．わが国飼料法制に求められる課題
　EU委員会は、2001年、官僚主義による複雑で不透明な政策過程を反省し、より良い政策を導き出すにはどう対応するかという課題に対して、ガバナンス白書を提出している。この中で公開性（Openness）、参加（Participation）、説明責任(Accountability)、有効性(Effectiveness)、一貫性(Coherence)の5原則を打ち出した。ガバナンスの考え方が大きく転換する中で、2002年、Better Regulation Strategyが打ち出され、また、規制プロセスに産業界の自主規制を組み合わせる共同規制の実践のため、2003年にはEU議会、理事会、委員会でBetter law makingの合意文書が定められた。EUはステークホルダーを巻き込んで参加型行政を推進している。このことはEUと市民を結び付けること、行政コストを低減させることなどの戦略が取られたからであるが、飼料安全と食品安全のためにはリスクガバナンスの領域を拡大することは社会的政治的な文脈において必然でもあったと考えられる。経済のグローバル化にともなってリスクが世界的に拡散する中において、わが国においてリスク管理を進めるにはステークホルダーを巻き込んだ自主規制も併用しながら、拡大するリスクガバナンスの領域に対応していく方向に行かざるを得ないと考える（図2.）。

図2.リスクの態様と利害関係者の参加


[image: image2.emf]利害関係者

・産業界

・影響を受けるグルー

プ

利害関係者

・産業界

・影響を受けるグ

ループ

曖昧 不確実 複雑 単純 リスクの特徴

参加的

影響をうけ、許容し、

議論し、意見の相

違を解決すよう、全

ての役者を含ませ

る。

反射的

全ての影響を受ける利

害関係者をひとまとめ

にして最も良い方向に

決めさせるよう参加さ

せる

認識論的

評価するのに妥

当で信頼できる

適当な知識を要

する専門家を使う

道具的

リスクを最も

費用・便益手

法で許容でき

る方法をみつ

ける

参加方式のタイ

プ

機関職員 機関職員 機関職員 機関職員

外部専門家

・科学者

/

研究者

外部専門家

・科学者

/

研究者

外部専門家

・科学者

/

研究者

市民社会

配役

出所；

Renn(2008)

を基に筆者作成


わが国の飼料事業者はリスク拡大を防止するべくGMPによる管理を推進しているが、規制当局の対応が従来と変わっていないことに問題がある。例えば、かび毒については川上である飼料原料段階での規制値が設定されず、配合飼料での規制基準値が設定されているため、配合飼料製造段階での負担が増加している現状にある。リスク管理は拡散する川下よりも川上で行うことが合理的であり、飼料自給率が10％と低いわが国おいて「農場から食卓まで」のフードチェーンに対する行程管理を実施するには、「海外の農場」をこの行程管理の対象とすることになる。EUのようなRASFFシステムはできないまでも、FAMICのモニタリングを輸入段階なり、輸出国において実施するなど弾力的な運用があって良いと考えられる。また、民主党のマニフェストで掲げている「国際食品調査官」の設置も必要と考えられる。

BSEの発生以降、食の安全・安心が強調されるが、規制当局はステークホルダーとともに透明性の高い政策決定過程を構築し、民間部門の信頼を勝取る必要がある。わが国の規制当局全体がガバナンスの考え方を変革するには時間を要すると考えられるが、食の安全に直結する飼料安全法制に関してはCo-Regulationの手法を採用し、裾野の広い民間部門の自主的な対応を促進するような早急な対応が求められている。
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出所；Renn(2008)を基に筆者作成
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